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■不動産物件を特定するIDがあれば可能になること（社会課題）

ＩＤはマスタとして管理され、真正性を確認できる必要がある
公共性、透明性が担保され、広範囲に利用される枠組みである必要がある。

① ポータルサイト等でサイト利用者は明確に同一物件を判別できるようになる
名寄せの精緻化

② 成約済物件をシステム判別しやすくなる
成約済物件の自動掲載停止

③ 繰り返し募集が行われる物件や、存在しない物件の特定が容易になる
おとり物件の根絶

④ 入居申し込みから退去まで、特定のIDでデータ連係が可能になる
DX化・IT化の推進

⑤ 適正に取得されたデータは、IDによってデータ分析の精度、効率が向上する
DX化・IT化の推進
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■モデル事業実施に関わる役割分担

賃貸住宅情報管理機構（株） ※

IDの管理と新規発番及び管理システム
の開発・運用
実証を行う各社へのIDデータ提供
不動産IDとの照合及び新築物件への
ID発番
ID普及のための枠組み検討

ゼンリン

賃貸IDの元データ提
供および本事業のとり
まとめ

システム開発会社

システム開発と運用及
び各社で行う検証作業
の支援

積水ﾊｳｽ不動産HD

自社情報とIDの照合、
新築物件申告

大和リビング

自社情報とIDの照合、
新築物件申告

大東建託ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ

自社情報とIDの照合、
新築物件申告

その他協力会社

IDの照合、マスタ照会
等の検証

※ 賃貸住宅情報管理機構（株）は、大和リビング・大東建託パートナーズ・ゼンリンが6月に設立・
出資を予定している賃貸IDに関する事業会社。
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■モデル事業の取り組み内容

取り組み内容 目的・ユースケース

① 元付け業者情報とIDの照合
（各社・賃貸住宅情報管理機構）

IDと元付け業者が保有する情報の照合にどの
程度の手間・コストがかかるのか、どこまで照合
可能かを検証する。

② 賃貸IDと不動産IDの照合
（賃貸住宅情報管理機構）

賃貸IDという物件マスタを基準に不動産ID（登
記簿情報）を照合した場合、システム的にどこま
で照合できるか、手作業が必要な物件比率、作
業コスト等を検証する。

③ 登記前物件へのID付与
（賃貸住宅情報管理機構）

登記前物件へのID付与方法、重複登録抑制、ク
リーニング方法等検証。

④ ID流通ルールの研究
（賃貸住宅情報管理機構）

どこでだれがIDを付与するか、BtoBサイトで
の流通、物件情報取得の適正化といったルール
と枠組みに関する研究

何をすれば、「不動産ID」を誰もが使えるようになるのか


